
 

 

２０２３年度 自己点検・評価チェックシート  学部・研究科名：商学部 

※学部・研究科ごとに作成してください。                 

 

基準１ 理念・目的  点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的を適切に踏まえ、 学部・研究科の目的を適切に設定しているか。 

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材 
育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容 

○大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 

【自己評価の理由】 
本学部は、学部創設以来、商学を通じて世界的視野を養い、広く産業・

経済社会において活躍する有能な人材を育てることを教育目的としてき
た。この目的を達成するため、本学部は、専門科目にとどまらず、外国語
科目および人文、自然科学を含む総合教育科目（一般教育科目）にも十
分配慮し、調和のとれた教育課程編成に努めるとともに、適切な教育方
法を常に模索してきた。こうした理念・目的は、学校教育法（以下「法」
という）第 83 条「大学は、学術の中心として、広く知識を授けるととも
に、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を展開
させることを目的とする」を踏まえたうえで、本学部の教育研究内容を
反映させたものといえる。 

 
【グッドプラクティス】 
特になし 
 

【課題】 
2024 年度導入予定の新カリキュラムにあわせて「人材の養成に関する

目的その他の教育研究上の目的」も変更を予定している。大学の理念と
の関連性を文中に明示する。（409 字） 

1-①-1 商学部ウェブサイ
ト（教育理念） 

 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

人材育成その他の教育研

究上の目的（以下、「目

的」）を設定している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・目的を学則別表に記載

している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・目的を学部・研究科単

位で設定している。 

・目的は高等教育機関と

してふさわしく、学部・

研究科の個性や特徴を

示している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・目的と大学の理念との

関連性を考慮し、文中

に明示している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・目的を課程ごと、学位

ごとに定めている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項（目安 400 字程度以内） 

3 
 
 



 

 

基準１ 理念・目的  点検・評価項目② 

 

学部・研究科の目的を教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。 

○学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専攻ごとに設定する人材育 
成その他の教育研究上の目的の適切な明示  

○教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、学部・研究科の目的等の周知及
び公表 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 
 

【自己評価の理由】 
 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的は、学生に配付す
る学部要項、商学部ウェブサイト、大学が公開している学則別表に記載
し、複数の方法で社会に公表している（資料 1-②-1、1-①-1、1-②-2）。  
 また、オープンキャンパスでも説明を行うことで、受験生をはじめ広
く社会に周知している。 
 
【グッドプラクティス】 
特になし 

 
【課題】 
教職員が目的を定期的に確認する機会を設定する。（183 字） 

 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（p58） 

1-①-1 商学部ウェブサイ
ト（教育理念） 

1-②-2 早稲田大学ウェブ
サイト(主な規約) 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

目的を刊行物やウェブサ

イトなどいずれかの方法

で公表している。 

目的を刊行物、ウェブサ

イトを含めた複数の方法

で公表している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・目的の公表にあたって

は、学部、学科又は課

程ごとに、研究科にお

いては、研究科又は専

攻ごとに明示してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・目的を箇所内の教職員

が定期的に確認する機

会を設定している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・目的を箇条書きにす

る、図示化するなどの

工夫により情報の得や

すさや理解のしやすさ

に配慮している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
  
 

  



 

 

基準２ 内部質保証  点検・評価項目① 

 

内部質保証のための方針及び手続を定めているか。 

○下記の要件を備えた内部質保証のための方針及び手続の設定 
・内部質保証に関する基本的な考え方  
・内部質保証の推進に責任を負う組織の権限と役割 
・教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針（ＰＤＣＡサイクルの運用プロセスなど） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

1 

【自己評価の理由】 
 自己点検・評価の充実を図ることを目的として、自己点検・評価委員
会を設置し、学部の自己点検・評価に関する事項や、大学点検・評価に関
する事項、その他商学部運営委員会から付託された事項について審議す
ることとしている（資料 2-①-1）。 
 なお、教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針について
は、各系列の世話人が取りまとめ役として機能し、カリキュラム委員会
および商学部運営委員会が中心的な役割を担っているが、ポリシーを起
点としたPDCAサイクルを回すための学修成果の測定方法の設定は検討
段階にある。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
 
【課題】 
学修成果の測定方法を整備したうえ、内部質保証体制の各組織の役割

を定義し、組織間で連携した PDCA サイクルを定常的に実施する体制を
整備する。（341 字） 

 

2-①-1 自己点検・評価委員
会規程 

 
 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・内部質保証のための方

針および手続きを設定

している。 

・内部質保証推進組織を

はじめとする内部質保

証に関する体制が整備

され、各組織の権限・

役割が内規等で定めら

れている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・内部質保証体制の各組

織が十分に機能するよ

う、それぞれの役割が

定義されている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・内部質保証体制の各組

織が十分な連携が図れ

るよう、それぞれの役

割が定義されている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・内部質保証体制を図示

化するなど、PDCA の

一連のサイクルが明確

にされている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・内部質保証のための方

針や手続きについて、

所属の教職員に定期的

に共有する機会を設け

ている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

  



 

 

基準２ 内部質保証 点検・評価項目③ 

 

方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

○方針及び手続に従った内部質保証活動の実施 
○学部・研究科における点検・評価の定期的な実施  
○学部・研究科おける点検・評価結果に基づく改善・向上の計画的な実施 
○行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置 計画履行状況等調査等）に対する適切な対応  
○点検・評価における客観性、妥当性の確保 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

１ 

【自己評価の理由】 
学科目配当やシラバス第三者チェックの過程で、客観的な視点から方

針の妥当性を確保している。また、系列ごとに科目の改廃等を検討する
過程で PDCA サイクルを回している。例えば、専門基礎科目や外国語等
の必修科目においてはシラバスを共通化し、クラス間での授業内容の均
質化を図っている。 
また、卒業生アンケート結果を商学部運営委員会で報告し、内部質保

証活動を実施している（資料 2-③-1）。 
 行政機関、認証評価期間等からの指摘事項に対しては、自己点検・評
価委員会および執行部を中心として対応を協議・実行しており、認証評
価にも適切に対応している。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
 
【課題】 
 点検・評価およびその結果に基づく改善を定期的に行う仕組みを構築
する。（326 字） 

2-③-1 卒業生アンケート
結果の件（2023.7.19 学部
運営委員会） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・内部質保証の取組が方

針と手続きに従って行

われている。 

・点検・評価結果に基づ

いて、内部質保証推進

組織による改善のため

の検討が行われてい

る。 

・文部科学省や認証評価

機関からの指摘事項に

対応している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・点検・評価および点検・

評価の結果に基づく改

善を定期的に行う仕組

みを構築している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・内部質保証推進組織に

よる改善のための検討

が行われ、その結果が

箇所内に共有されてい

る。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・点検・評価結果に基づ

く改善を行っている。 

・内部質保証のプロセス

の客観性・妥当性を確

保するための取組を行

っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・内部質保証システムに

関する自己点検・評価

の結果に基づいた取り

組みの結果、改善が見

られる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1 
  
 

 



 

 

基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目① 

 

授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 
 ○課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学習成果を

明示した学位授与方針の適切な設定（授与する学位ごと）及び公表 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 
1904 年の学部創立以来、「学識ある実業家」を育て、社会に送り出すと

いう教育理念を反映してディプロマ・ポリシー（学位授与に関する方針）
を設定し、学部要項およびウェブサイトに明示している（資料 1-①-1、
1-②-1 ）。 
また、知識、技能、態度などの要素を含み、全学の学位授与方針とも連

関性を有した学修成果を設定・明示している。 
 
【グッドプラクティス】 
特になし 

 
【課題】 
 学位授与方針に卒業要件を明示することを検討する。（206 字） 

  

1-①-1 商学部ウェブサイ
ト（教育理念） 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（p4-p30） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学位授与方針を課程ご

と学位ごとに設定して

いる。 

・学位授与方針をウェブ

サイトや要項等で公表

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学位授与方針は、知識、

技能、態度などの要素

を含んだものとなって

いる。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位授与方針は全学の

学位授与方針と連関性

を有している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学位授与方針に卒業要

件、修了要件が明示さ

れている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3  

  



 

 

基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目② 

 

授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 

 ○下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）及び公表  
‐教育課程の体系、教育内容  
‐教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等  

○教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

2 

【自己評価の理由】 
 本学部は、学位授与方針を踏まえた、教育課程の編成・実施方針を定
めて、学生に配付する学部要項や商学部ウェブサイトで公表している（資
料 1-②-1、1-①-1）。  
 教育課程の編成・実施方針では、各授業科目区分の内容や具体的な科
目名を記載しており、それぞれの授業科目区分で修得すべき内容が明確
になっている。 
また、商学研究科、会計研究科との連携についても明記している。 

 
【グッドプラクティス】 
特になし 

 
【課題】 

2024 年度導入予定の新カリキュラムにあわせて教育課程の編成・実施
方針も変更を予定している。（249 字） 
 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（裏表紙） 

1-①-1 商学部ウェブサイ
ト（教育理念） 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の編成・実施

方針を課程ごと、学位

ごとに設定している。 

・教育課程の編成・実施

方針をウェブサイトや

要項等で公表してい

る。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施

方針は、編成に関する

考え方、実施に関する

基本的な考え方を含ん

でいる。 

・学位授与方針との連関

性を確認することがで

きる。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施 

方針に教育課程の体

系、教育内容、構成す

る授業科目区分、授業

形態等を記載してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2   

  



 

 

基準 4  教育課程・学習成果 点検・評価項目③ 

 

教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系的に編成してい

るか。 

 ○各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置  

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性  

・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮  

・単位制度の趣旨に沿った単位の設定  

・個々の授業科目の内容及び方法  

・授業科目の位置づけ（必修、選択等）  

・各学位課程にふさわしい教育内容の設定  

・初年次教育、高大接続への配慮（【学士】）  

・教養教育と専門教育の適切な配置（【学士】）  

・コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教育への配慮等（【修士】【博士】）  

・理論教育と実務教育の適切な配置等（【院専】） 

・教育課程の編成における全学内部質保証推進組織 等の関わり  

○学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な実施 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

2 

【自己評価の理由】 
 本学部の教育課程は、「専門基礎科目」「専門教育科目」「総合教育科目」
「外国語科目」の４つの科目系列から構成され、各科目系列は配当学年
で分類されている。 
専門基礎科目は、本学部の学生がそれぞれ選択するトラックの学習を

体系的に行うための基礎学力を修得することを目的に設置された科目
で、必修科目と選択必修科目から構成されている。 
専門教育科目は、本学部の学生としてふさわしい専門知識を身に付け

ることを目的に設置された科目で、「経営」「会計」「マーケティング・国
際ビジネス」「金融・保険」「経済」「産業」の６つのトラックと、「総合・
学際科目分野」「外国語専門科目分野」の８つに分類されている。 
 総合教育科目は、本学部の学生が専門知識だけでなく、バランスの取
れた学識を身に付けることを目的に設置された科目で、「思想と芸術」「人
間と環境」「社会と歴史」「科学と技術」の４分野に分類され、さらにその
内容により「総論的・基礎的科目」と「各論的・応用的科目」とに区分さ
れている。 
 外国語科目は、本学部の学生がグローバル化する社会に対応できる能
力を高め、異文化への理解を深めることを目的に設置された科目で、英
語、ドイツ語、フランス語、スペイン語、中国語、朝鮮語の 6 つの外国
語から２つを選択履修する（資料 1-②-1、4-③-1）。 
  
【グッドプラクティス】 
特になし 

 
【課題】 

2024 年度導入予定の新カリキュラムにあわせて各授業科目の廃止・新
設等を進めている。（619 字） 
 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（p4-p30） 

4-③-1 2023 年度学科目配
当表 

 

 

 



 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

教育課程の編成・実施方

針と授業科目・教育課程

の連関性を確認できる。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の編成・実施

方針に記載されている

内容の科目が設置され

ている。 

・科目区分と設定されて

いる授業時間数、単位

数が適切である。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の獲得という

観点から必修科目や専

門科目が適切に設置さ

れている。 

【学部】 

・初年次教育に配慮した

科目や教養科目、共通

科目等が適切に配置さ

れている。 

【研究科】 

・リサーチワークとコー

スワークが適切に組み

合わされている 

・１年次に研究倫理教育

を受講することを要項

等に記載している。 

【専門職】 

・理論教育と実務教育の

バランスに配慮してい

る。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学修成果の獲得という

観点を踏まえて順次性

や体系性に配慮した教

育課程が編成されてい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・社会的および職業的自

立を図るための教育を

行っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2   

 

  



 

 

基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目④ 

 

学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

○各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うための措置 

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期ごとの履修登録単位数の上限設定

等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方法、授業計画、事前事後の学修の指

示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施（授業内容とシラバスとの整合性の確保等） 

・授業の内容、方法等を変更する場合における適切なシラバス改訂と学生への周知 

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法（教員・学生間や学生同士のコミュニケーション機

会の確保、グループ活動の活用等） 

・学習の進捗と学生の理解度の確認 

・授業の履修に関する指導、その他効果的な学習のための指導 

・授業外学習に資する適切なフィードバックや、量的・質的に適当な学習課題の提示 

・授業形態に配慮した１授業あたりの学生数（【学士】） 

・研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに基づく研究指導の実 

施（【修士】【博士】） 

・実務的能力の向上を目指した教育方法と学習指導の実施（【院専】） 

・各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等の関わり（教育の実施 

内容・状況の把握等） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 
本学では、卒業（修了）必要単位に算入する科目のみならず、自由科

目、随意科目等、卒業（修了）必要単位に算入しない科目を含めて、年間
登録単位数の上限を年間 50 単位としている旨を学部要項や商学部ウェ
ブサイトで学生に周知している（資料 1-②-1、4-④-1）。 
教育課程の編成・実施方針とカリキュラムの関連性という観点では、

シラバスも重要であるため、シラバス作成ガイドラインを担当教員に配
付し、シラバスの作成を依頼するとともに、作成されたシラバスに対し
て、カリキュラム委員・世話人がシラバス第三者チェックを実施してい
る（資料 4-④-2、4-④-3）。 
オフィス・アワーの開設より、学生からの履修相談に随時対応できる

体制を整えている（資料 4-④-4）。 
 
【グッドプラクティス】 
特になし 

 
【課題】 
シラバス第三者チェックについてカリキュラム委員・世話人の負担を

少なくする方法を検討する必要がある。（396 字） 
 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（p4） 

4-④-1 商学部ウェブサイ
ト（科目登録ページ）＞自
由科目等を含む年間登録
制限単位数について 

4-④-2 2023 年度シラバス
入力ガイドライン 

4-④-3 2023 年度開講科目 
シラバス第 3 者チェック
について 

4-④-4 2023 年度 ROUTE
商学部の手引き（ p65-
p67） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の編成・実施

方針と教育方法の連関

・評価基準１を満たして

いる。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 



 

 

性が確保されている。 

・授業内容・形態に配慮

したクラス規模を設定

している。 

 

・年間の登録単位数が５

０単位を超過している

学生について申し合わ

せに定める区分に応じ

て対応している。 

・シラバスチェックリス

トを活用し、記載項目

に漏れがないか組織的

に確認を行っている。 

 

・授業外における学習に

対する指導体制を構築

している。 

【研究科】 

・研究指導計画を学生に

明示している。 

【専門職】 

・実務的能力育成のため

の教育上の工夫を行っ

ている。 

・各科目の到達目標と

DP で定める学修成果

などポリシーとシラバ

ス記載内容の整合性が

確保されている。 

・学修成果の獲得という

観点から、適切な授業

方法、形態が採用され、

実施されている。 

【研究科】 

・研究指導計画に基づき

研究指導を実施してい

る。 

・学位プログラムとして

の順次性・体系性に配

慮した科目の配置が行

われている。 

【学部】 

・対話型、問題発見・解

決 型 授 業 の 割 合 が

75％を超過している。 

【研究科】 

・研究指導計画について

定期的に見直しを行っ

ている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
  
 

  



 

 

基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑤-1 

 

成績評価、単位認定を適切に行っているか。 
○成績評価及び単位認定を適切に行うための措置  
・単位制度の趣旨に基づく単位認定  
・既修得単位等の適切な認定  
・成績評価の客観性、厳格性、公正性、公平性を担保するための措置   

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

2 

【自己評価の理由】 
単位制度の趣旨については学部要項に明示しており、事前事後学修の

必要性を含めて周知・徹底を行っている（資料 1-②-1）。 
 また、留学中の単位や、商学部入学前に「高校生特別聴講制度」や「外
国人学生導入教育制度」等で修得した単位は、入学後の学部卒業算入単
位として認定おり、学生委員会にて適切に決定している（資料 4-④-4）。 
 成績評価においては、全科目担当教員に成績評価分布基準を含む注意
事項を周知し、基準に基づいた運用を行っている（資料 4-⑤-1-1）。 
 また、商学部設置科目については成績発表と同時に、成績問い合わせ
期間（成績発表日を含む２日間）を設けており、成績評価に疑問を持つ
場合には、当該科目の担当教員に問い合わせることができる制度を設け
ている。成績発表後に成績変更が生じる場合は、担当教員からの根拠資
料をもとに、商学部運営委員会にて承認のうえ変更している（資料 4-④
-4）。 
 
【グッドプラクティス】 

特になし 
 

【課題】 
客観性を確保するための取り組みや、適切な成績評価が行われている

か確認する仕組みを構築する。（450 字） 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（p4） 

4-④-4 2023 年度 ROUTE
商学部の手引き（p43） 

4-⑤-1-1 成績評価入力に
関する注意事項 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・事前事後の学修を含め
た単位制度の趣旨につ
いて教員・学生への周
知・徹底を行っている。 

・既修得単位の認定につ
いて箇所内で明確なル
ールを定めている。 

【学部】 
・「学部教育における成
績評価基準に係わる申
し合わせについて」に
基づいた運用を行って
いない。 

【研究科】 
・成績評価基準を定めて
いない。 

・評価基準１を満たして
いる。 

・既修得単位の認定に関
するルールについて、
要項等で学生に周知し
ている。 

・成績評価基準に基づい
た運用を行っている。 

 

・評価基準２を満たして
いる。 

・学修成果の可視化に関
連する科目については
絶対評価を用いるなど
科目の性質に応じた柔
軟な運用を行ってい
る。 

・評価基準３を満たして
いる。 

・成績評価を行うにあた
って、ルーブリックを
使用するなど、客観性
を確保するための取り
組みを行っている。 

・評価基準４を満たして
いる。 

・各科目における成績分
布を箇所内で共有し、
適切な成績評価が行わ
れているか確認する仕
組みを構築している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 
  
 



 

 

基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑤-2 

 

学位授与を適切に行っているか。 

○学位授与を適切に行うための措置  

・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表  

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置  

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示  

・適切な学位授与  

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

2 

【自己評価の理由】 
商学部要項および ROUTE において卒業要件を明示し、学部ウェブサ

イトにも掲載している。卒業判定においては、学部運営委員会で審議決
定している（資料 1-②-1 、資料 4-④-4）。 
既修得単位の認定については、学部ウェブサイトに基準・手続き方法

等を周知している。単位認定においては学生委員会で審議決定している
（資料 4-⑤-2-1）。 
留学先の科目を単位認定する際も、卒業必要単位として算入できる単

位数に上限を設け、他に既修得単位がある場合はそれを除いた上限単位
数で認定している。 
 
【グッドプラクティス】 
特になし 

 
【課題】 
学位授与の責任体制・手続きを要項等で明示し、学位授与の認定にあ

たってさらなる客観性、透明性を確保する工夫を行う。（322 字） 
 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（p4） 

4-④-4 2023 年度 ROUTE
商学部の手引き 
（P4） 

4-⑤-2-1  商学部ウェブサ
イト（単位認定） 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・卒業・修了の要件を定

めている。 

・卒業・修了の要件を刊

行物、ウェブサイト等

で公表している。 

・既修得単位数について

上限を超えて認定され

ないような仕組みを設

定している。 

【研究科】 

・研究指導の方法やスケ

ジュールを定めてい

る。 

・学位論文等の審査基準

を公表している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学位授与の責任体制・

手続きについて定めて

いる。 

・既修得単位の認定につ

いて箇所内での基準・

手続き方法を定め、要

項等で周知している。 

【研究科】 

・研究指導の方法やスケ

ジュールを学生にあら

かじめ明示している。 

・学位論文の審査基準を

学生に文書等であらか

じめ明示している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位授与の責任体制・

手続きを要項等で明示

している。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

【学部】 

・卒業論文等について複

数の教員で審査するな

ど組織的な審査体制を

構築している。 

【研究科】 

・副指導教員を置くなど

研究指導体制の充実を

図っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学位授与の認定にあた

ってルーブリック評価

を行うなど、客観性、

透明性の確保のための

工夫を行っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 



 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 

学位授与の責任体制・手続きについて、追加資料から確認できたため、2 と判断した。追加資料におい
て、学位授与の責任体制として商学部運営委員会が担っており、その手続きとして年度内の 2 回の卒業
判定の協議がされていることが読み取れる。 
 
<追加資料> 
⑤-２_追加資料 1_2022 年度 9 月商学部運営委員会資料 
⑤-２_追加資料 2_2022 年度 3 月商学部運営委員会資料 

  



 

 

基準４ 教育課程・学習成果 点検・評価項目⑥ 

 

学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

○各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定 

○学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

３ 

【自己評価の理由】 
 学位授与方針で定めている学修成果（資料 1-①-1、4-⑥-1）について、
関連科目の単位取得状況、資格試験等の合格状況などの直接評価と、学
生／卒業生アンケートなどの間接評価を組み合わせて可視化を行うこと
としている。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
 
【課題】 
 実際に学修成果を把握・測定し、学修成果の可視化、測定方法の妥当
性を検証する。（166 字） 
 

1-①-1 商学部ウェブサイ
ト（教育理念） 

4-⑥-1 商学部ウェブサイ
ト（卒業後の進路)  

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学修成果の指標および

可視化の方法を検討し

ている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学修成果の指標および

可視化の方法を定めて

いる。 

・学位授与方針で示した

学修成果と可視化の方

法の関連性が明確であ

る。 

・可視化の方法が多角的

かつ適切な方法となっ

ている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の指標および

可視化の方法が専門分

野の性質に応じた適切

なものとなっている。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・間接評価と直接評価を

組み合わせて可視化を

行っている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・直接評価と間接評価の

相関分析などによりデ

ータの妥当性を検証し

ている。 

・経年比較などを行って

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3   

  



 

 

基準 4  教育課程・学習成果 点検・評価項目⑦ 

 

教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・

向上に向けた取り組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

1 

【自己評価の理由】 
本学部では、アセスメント・ポリシーを定め、在学生に対して授業ア

ンケートや学生生活・学修行動調査、卒業生に対して卒業生アンケート
を実施し、その結果を商学部運営委員会に報告することとしている。 
  
【グッドプラクティス】 
特になし。 

 
【課題】 
評価方法を検討し、内規等で定める。（140 字） 

 

2-③-1 卒業生アンケート
結果の件（2023.7.19 商学
部運営委員会） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教育課程の内容、方法

等の自己点検・評価の

体制・方法等について

検討を行っている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教育課程の内容、方法

等の自己点検・評価の

体制・方法等について

内規等で定めている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学修成果の可視化を定

期的に行い、その評価

結果を教育課程の検討

を担う組織にフィード

バックしている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・点検・評価結果を踏ま

え、教育課程の改善・

向上に向けた検討に着

手している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・点検・評価結果を踏ま

えた教育課程の改善・

向上の実績がある。ま

た、定期的に改善・向

上を検討するサイクル

が確立している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

 

 

 

  



 

 

基準 5  学生の受け入れ 点検・評価項目① 

 

学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

○学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適切な設定及び公表  

○下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定  

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像  

・入学希望者に求める水準等の判定方法 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 

【自己評価の理由】 
本学部では、学部要項やホームページなどに、学生の受け入れ方針を

明記し、積極的に情報を発信している 。なお、本学部の学生受け入れ方
針は、本学共通部分に続いて以下の通りであり、学位授与方針及び教育
課程の編成・実施方針で掲げる「学識ある実業家」の育成を、学生受け入
れの点から実現しようとするものである。 
「学識ある実業家」の養成を創設以来の教育理念に掲げる本学部は、

コミュニケーションやプレゼンテーション等のビジネス・スキルを修得
する場であるとともに、それ以上に広い視野に立って経済社会を質・量
ともに豊かにすることを目指す「商学」の基本理念を理解し、自らの使
命や役割を認識したうえで判断・行動しようとする人々の学びの場であ
る。そのために、論理的思考力や社会科学の基礎的学力が必要不可欠で
ある。国際感覚・倫理観を兼ね備えた企(起)業家精神を養い、深い学識と
教養に裏づけられた実業家を目指し、ビジネスリーダーとして地球社会
に貢献しようと志す学生を受け入れたいと考えている（資料 1-①-1、1-
②-1）。 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 学生の受け入れ方針に、入学前の学習歴、学力水準、能力、判定方法に
ついての追記を検討する。（517 字） 

1-①-1 商学部ウェブサイ
ト（教育理念） 

1-②-1 2023 年度商学部要
項（裏表紙） 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・課程ごとに学生の受け

入れ方針を設定してい

る。 

・学生の受け入れ方針を

刊行物やウェブで公表

している。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針

に、求める学生像を明

示している。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学位ごとに学生の受け

入れ方針を定めてい

る。 

・他のポリシーとの一貫

性が確保できている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針

に、入学前の学習歴、

学力水準、能力、判定

方法についても明示し

ている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・箇条書きにする、平易

な表現とする、図示化

するなどの工夫により

情報の得やすさや理解

のしやすさに配慮して

いる。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2 

 AP と DP、AP と CP の関連性が読み取りづらく感じた。たとえば、AP にはコミュニケーション能
力やプレゼンテーション能力に関する記載があるが、DP と CP にはそれらに該当する能力に関する記
載が見当たらないように思われる。「他のポリシーとの一貫性が確保できている」と評価するのは難し
いと思われるため、２と判断した。 



 

 

基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目② 

 

学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入学者選抜を公正に実

施しているか。 

○学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 

○授業料その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

○入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備 

○公正な入学者選抜の実施 

・オンラインによる入学者選抜を行う場合における公正な実施 

○入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 

・オンラインによって入学者選抜を行う場合における公平な受験機会の確保（受験者の通信状況の顧慮等） 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 

【自己評価の理由】 
本学部では、より大きな知的視野をもつ学生の確保を図っている。具

体的には一般選抜において数学選択も可能とし、理系の受験生にまで入
学の対象を広げることで、学部の理念に合致した多様な人材の確保を目
指している。また、指定校推薦入学試験にも力を入れており、さまざま
な教科を幅広く学習し、かつ高い成績を収めた学生を、全国各地の指定
校から受け入れている。2011 年度からは、中国の高校にも指定校推薦入
試の範囲を拡大し、学生の受け入れという入口のレベルでも国際化を進
めつつある。さらに、総合型選抜である「新思考入学試験(地域連携型)」
(2024 年度より「地域探究・貢献入試」に名称変更)を 2021 年度より実
施し、論理的思考力、表現力といった多様な知的能力を具えた人材の確
保に取り組んでいる。なお、選抜基準については、まず入試委員会にお
いて議論を行い、最終的には学部運営委員会に客観的かつ公正な資料を
提示して決定している。また、一般選抜の選抜基準は、各科目について
標準化を行い、科目間の難易度を調整したうえで公正な判定が行える仕
組みを導入している。さらに、大学入学案内等において、授業料等の費
用や、学内外の奨学金と経済的支援に関して、広く情報提供を行ってい
る（資料 5-②-1、5-②-2、5-②-3、5-②-4）。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
 
【課題】 
 受入方針と入試型別選抜結果の整合性について、入試委員会において
データでの確認を検討する試みが行われている。方針に沿った学生を受
け入れていることをデータにより確認できる手法を検討する。（641 字） 
 

5-②-1 商学部ウェブサイ
ト（入学試験情報） 

5-②-2 2024 年度中国指定
校（日本語プログラム）入
試要項 

5-②-3 学部入学試験委員
会規程 

5-②-4 早稲田大学学部入
学案内（p192-195（ファイ
ル上は p197-199）） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学生の受け入れ方針と

選抜制度に関連性が確

保されている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針を

具現化するための運営

体制を整備している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・整備された運営体制の

もと入学者の選抜が公

正に実施されている。 

・費用や経済的支援に関

する情報提供を行って

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・方針に沿った学生を受

け入れていることをデ

ータにより確認してい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学生の受け入れ方針を

具現化するための運営

体制の見直しを行って

いる。 



 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3 
 AP の「全国各地や世界中から多数迎え入れる」旨の記載と入試制度の関連性について、追加説明と
既存の資料から確認できたため、3 と判断した。既存資料において、上記の AP に該当する具体的な選
抜制度として、指定校推薦入試、中国指定校推薦入試、外国学生入試を実施していることが読み取れる。 

  



 

 

基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目③ 

 

適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管理しているか。 

○入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 

・入学定員に対する入学者数比率（【学士】） 

・編入学定員に対する編入学生数比率（【学士】） 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

2 

【自己評価の理由】 
現在、本学部の入学定員は 900 人である。2023 年度における定員の内

訳は、一般選抜 535 人、指定校推薦入試 200 人、附属校・系属校からの
推薦 165 人、帰国生および外国学生入試がそれぞれ若干名となっている。
試験による入学定員(帰国生・外国学生、新思考は定員がないため含まな
い)は 535 人(総定員の 59.4％)、試験以外の入学定員(推薦入学、附属・
系属等)は 365 人(総定員の 40.6％)であり、半数以上が入学試験で確保
され、適切な定員設定の基準を満たしている。 
なお、2023 年度の入学者合計 876 人の内訳は、一般選抜 507 人(全体

の 57.9％)、指定校推薦入試 187 人(全体の 21.3％)、附属校・系属校から
の推薦 164 人(全体の 18.7％)、帰国生・外国学生および新思考 18 人(全
体の 2.1％)となっている。また、2023 年 4 月 1 日時点の学生数は 3794
人であり、定員充足率は 1.05 である（資料 5-②-4）。 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
 収容定員と在籍学生数に齟齬が生じた場合の対応方法やフローを確立
する。（459 字） 

5-②-4 早稲田大学学部入
学案内（p82、p215（ファ
イル上は p87、p217） 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・収容定員に対する在籍

学生数比率の管理を行

っている。 

【学部】 

・入学定員充足率の５年

平均もしくは収容定員

充足率が、是正勧告に

該当する基準（注１）

をクリアしている。 

・評価基準１を満たして

いる。 

【学部・研究科】 

・入学定員充足率の５年

平均もしくは収容定員

充足率が、改善課題に

該当する基準（注２）

をクリアしている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

【学部・研究科】 

・収容定員と在籍学生数

に齟齬が生じた場合の

対応方法やフローを確

立している 

・評価基準３を満たして

いる。 

・３つのポリシーなどに

基づいて、あるべき収

容定員数について意見

交換を行う機会を設定

している。 

 

注１～注２：大学基準協会「評価にかかる各種指針」参照 

       

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

2  



 

 

基準５ 学生の受け入れ 点検・評価項目④ 

 

学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向け

た取り組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

4 

【自己評価の理由】 
学生募集および選抜の方法など入試制度について、本学部では入試委

員会を設置し、検証データに基づく定期的な議論を通じて妥当性を確保
するように努力している。具体的には、出願倍率・得点状況等を踏まえ
た一般選抜の制度改革や、入学者の成績状況等を踏まえた指定校推薦の
選定基準の見直し等を行ってきた。さらに、出題内容に関しても、出題
委員会を組織して出題委員相互の内閲を行い、問題の妥当性を検証して
いる。また、試験終了後に出典調査を行い、問題の検証を行っている（資
料 5-②-3）。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
 
【課題】 
 学生の受け入れに関する自己点検・評価の結果に基づく改善実績は現
状やや散発的であり、今後定期的な蓄積を目指す。（315 字） 
 

5-②-3 学部入学試験委員
会規程 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の基

準、体制、方法、プロ

セスについて検討して

いる。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の基

準、体制、方法、プロ

セスを内規等で定めて

いる。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価を定

期的に実施している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の結

果に基づき、改善に取

り組んでいる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・学生の受け入れに関す

る自己点検・評価の結

果に基づき、定期的な

改善実績がある。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

4 

入試制度の改善について、追加資料より改善実績が確認できたため、4 と判断した。追加資料において、
2022 年度の入試委員会が入試結果を受けてその制度の課題を把握し、制度改善を行ったことが読み取
れる。 
 
<追加根拠> 
資料５-②-４ 商学部入学試験委員会および運営委員会資料 

  



 

 

基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目① 

 

大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員組織の編制に関する方針を明示して

いるか。 

○求める教員像の設定 

・各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

○各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責

任所在の明確化等）の適切な明示 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 

【自己評価の理由】 
本学部では、教員の採用、昇格に関わる規程等として、「専任教員採用

規程」「専任教員の昇任審査に関する規程」「専任教員の昇任における業
績審査の基準に関する規程」「テニュアトラック制度に関する規程」「テ
ニュア審査基準」「講師（任期付）制度規程」「助手および助教制度規程」
「非常勤講師委嘱基準」を制定しており、これにより教員に求める能力・
資質等を明確化している。 
また、「学識ある実業家の養成」という本学部の基本使命と「アジア発

の商学・ビジネスに関わる教育・研究の世界的拠点の一つとなる」とい
うビジョン実現のため、2017 年に「専任教員人事に関する基本方針」を
策定した。 
教員募集領域の決定にあたっては、各領域から求める教員像、採用後

に想定する役割等を記載した要望書の提出を求め、会議体に付議し、学
部としての募集方針を決定している。また、求める教員像は、募集要項
上の応募資格として明示している（資料 6-①-1～9）。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
教員組織の編成に関する方針については、定期的に点検・評価を行う

体制の構築ができていない。（475 字） 

6-①-1 専任教員採用規程 
6-①-2 専任教員の昇任審査
に関する規程 

6-①-3 専任教員の昇任にお
ける業績審査の基準に関
する規程 

6-①-4 テニュアトラック制
度に関する規程 

6-①-5 テニュア審査基準 
6-①-6 講師（任期付）制度
規程 

6-①-7 助手および助教制度
規程 

6-①-8 非常勤講師委嘱基準 
6-①-9 専任教員人事に関す
る基本方針 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

各学部・研究科の教員組

織の編制に関する方針を

定めている。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編制に関する方

針において求める教員

像を提示している。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編制に関する方

針を箇所内で適切に共

有している。 

 

・評価基準３を満たして

いる。 

・教員組織の編制に関す

る方針について定期的

に点検・評価を行う体

制となっている。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・教員組織の編制に関す

る方針についての点

検・評価の結果に基づ

き、定期的な改善を行

っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3  



 

 

 

基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目② 

 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制しているか。 

○学部・研究科等ごとの専任教員数 

○適切な教員組織編制のための措置 

・教員組織の編制に関する方針と教員組織の整合性 

・各学位課程の目的に即した教員配置 

・国際性、男女比 

・特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授又は准教授）の適正な配置 

・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

・教員の授業担当負担への適切な配慮 

○教養教育の運営体制 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 

【自己評価の理由】 
本学部の専任教員数（教授（任期付）含む）は、93 名の教員基礎数に

対し、76 名（2023 年 4 月 1 日時点）であり、設置基準を満たしている。 
本学部の専任教員は、トラック制度（基準４ 点検・評価項目③参照）

の基礎となる領域（経営、会計、マーケティング、ファイナンス、保険・
リスクマネジメント、ビジネスエコノミクス、総合教育、外国語）のいず
れかに所属し、各領域でのカリキュラム編成に責任を持って対応してい
る。なお、外国語領域はさらに、各語学の単位で非常勤講師と密に連携
し、カリキュラム運営を行っている。 
授業科目における専任教員の配置については、カリキュラム委員会、

学部運営委員会において、慎重な検討が行われている。 
また、若手教員の採用のため、テニュアトラック制度の整備を行って

いる（資料 6-②-1～2、6-①-4～5）。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
【課題】 
教員の年齢構成においては、60 歳以上の教員が 34 名と 4 割以上とな

っており、さらなる改善が課題である。（425 字） 
 

6-②-1 学部管理委員会規程 
6-②-2 学部カリキュラム委
員会規程 

6-①-4 テニュアトラック制
度に関する規程 

6-①-5 テニュア審査基準 
 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・専任教員数または教授

数が設置基準を満たし

ている。 

【専門職】 

・実務家教員が適切に配

置されている。 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教員組織の編制方針に

則った採用活動を行っ

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・各学部・研究科の教員

組織の編成に関する方

針に基づく適切な教員

編成となっている。（課

程の目的、主要な授業

科目への専任教員の配

置、研究科担当教員の

資格の明確化） 

・評価基準３を満たして

いる。 

・国際性、男女比、年齢

構成、各教員の授業負

担のバランスの観点に

おいて適切に教員を配

置している。 

・評価基準４を満たして

いる。 

【学部】 

・教養科目や共通科目等

の運営についての体制

を構築している。 



 

 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3   

  



 

 

基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目③ 

 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

○教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規程の整備 

○規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

3 

【自己評価の理由】 
教員の募集、採用については、本学部では、「専任教員採用規程」等が制
定されており、選考委員会がこれらの規程に準拠して、専任教員候補者
選考を行っている。専任教員候補者は、学部管理委員会および学部運営
委員会での審議を経て採用が決定される。 
 昇任については、「専任教員の昇任審査に関する規程」、「専任教員の昇
任における業績審査の基準に関する規程」等が制定されており、昇任審
査委員会がこれらの規程に準拠して、申請者の審査を行っている。昇任
審査委員会からの提案を受けて、学部管理委員会および学部運営委員会
での審議を経て昇任が決定される。 
採用、昇任審査では、対象教員の所属領域を専門とする教員だけでな

く、他領域を専門とする教員も委員として加えることを規程で定めてお
り、公正かつ透明性の高い教員の採用、昇任等を行っている（資料 6-①
-1～3）。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
 
【課題】 
規程や運用について定期的に自己点検・評価を行う体制が未構築であ

る。（425 字） 
 

6-①-1 専任教員採用規程 
6-①-2 専任教員の昇任審査
に関する規程 

6-①-3 専任教員の昇任にお
ける業績審査の基準に関
する規程 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・募集、採用、昇任等に

関する基準や手続きを

定めている。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・募集、採用、昇任等に

関する基準や手続きを

定め、規定化すること

により箇所内で共有し

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・規定に基づき、募集、

採用、昇任等の実施が

行われている。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・規定や運用について定

期的に自己点検・評価

を行う体制となってい

る。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・点検・評価の結果を踏

まえて定期的な改善を

行っている。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

3   

  



 

 

基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目④ 

 

ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教員組織の改

善・向上につなげているか。 

○ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組織的な実施 

○教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

１ 

【自己評価の理由】 
 商学部では、商学部に共通して必要と考えられるトピックについて半
期に一度「授業運営に関する懇談会」を開催している。過去には、e-
teaching アワードを受賞した教育手法の共有、学生授業アンケート実施
手順の共有、卒業生アンケート結果の共有等を実施した（資料 2-③-1）。 
 また、学科目配当およびシラバスの第三者チェックを通じて教育研究
内容を見直し、相互チェックの機会とした。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし 
 
【課題】 
 教育改善にかかる FD を組織的に実施しているが、エビデンスにより
明らかになった課題の改善を目的としたＦＤを導入する。（270 字） 
 

2-③-1 2023 年 3 月卒業生
アンケート結果の件 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・学部・研究科単位で FD

活動を行っている。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・課程ごとに教育改善に

かかる FD が組織的に

実施されている。 

・教育に加えて研究や社

会貢献活動のかかる資

質向上を目的とした

FDが実施されている。 

・評価基準２を満たして

いる。 

・エビデンスにより明ら

かになった課題の改善

を目的とした FD プロ

グラムを実施してい

る。 

・恒常的に専任教員の

3/4 以上が FD プログ

ラムに参加している。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・FD 活動によって教育

活動等の改善を行って

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・自己点検・評価の結果、

FD 活動の改善に取り

組んでいる。 

・専任教員全員が恒常的

に FD プログラムに参

加している。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

  



 

 

基準６ 教員・教員組織 点検・評価項目⑤ 

 

教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り

組みを行っているか。 

○適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価  

○点検・評価結果に基づく改善・向上 

 

自己評価 取り組み状況（目安 400 字程度以内） 根拠資料 

1 

【自己評価の理由】 
単年度毎の教員の募集方針は、前項で述べたとおり、各領域からの要

望書を踏まえ、年齢構成、カリキュラム運営における必要性等を考慮し、
学部管理委員会および学部運営委員会での審議を経て決定している。 
また、採用にあたっては、選考委員会に選考結果報告書の作成を求め、

当該候補者が募集方針に適する人材であるかを学部管理委員会および学
部運営委員会での審議において確認している（資料 6-①-1、6-①-9）。 
 
【グッドプラクティス】 
 特になし。 
 
【課題】 
長期的な募集方針は、2017 年に「専任教員人事に関する基本方針」を策
定しているが、定期的に点検・評価する基準、体制等の構築はできてい
ない。（293 字） 
 

6-①-1 専任教員採用規程 
6-①-9 専任教員人事に関す
る基本方針 

 

 

【評価基準】 

1 2 3 4 5 

・教員組織に関する自己

点検・評価に対する基

準、体制、方法、プロ

セス等を検討してい

る。 

 

 

・評価基準１を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価に対する基

準、体制、方法、プロ

セス等を内規等で定め

ている。 

 

・評価基準２を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価を実施して

いる。 

・評価基準３を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価の結果を踏

まえ改善に取り組んで

いる。 

・評価基準４を満たして

いる。 

・教員組織に関する自己

点検・評価を踏まえ定

期的に改善を行ってい

る。 

 

前年度の課題、指摘事項に対する取り組み状況（2023 年提出分は記載不要） 

 

 

【大学点検・評価委員会による評価】 

評価 特記事項 

1   

 



 

 

 

＜３つのポリシー、学修成果、アセスメント・ポリシー、カリキュラム、入試制度の変更＞ 

※2022 年 10 月以降に変更を決定した項目があれば記載してください。 

項目 変更時期 変更内容 変更理由・変更の根拠 

学修成果 

アセスメン

ト・ポリシー 

2023.7.19 学修成果およびアセスメント・ポリシーを設定し、商学部ウ

ェブサイトに掲載した。 

商学部ウェブサイト 

ディプロマ・

ポリシー、 

学修成果、 

アセスメン

ト・ポリシー 

2023.11.15 

 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的、ディプ

ロマ・ポリシー、学修成果、アセスメント・ポリシーを一体

的に変更した。 

大学本部との懇談での指摘事項を改善するため。 

変更の詳細は別紙のとおり。 

 

※各学部・研究科の 3 つのポリシーを変更する場合の手順： 

1. 各学部・研究科での意思決定 

2. 教務部に変更する旨を連絡 

3. 教務部が共有する報告方法等に基づき報告（資料提出） 

4. 大学・点検評価委員会および学術院長会における確認 

5. 各学部・研究科のホームページ等で公表 

  



 

 

別紙：新旧対照表 

旧 新 

人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

本学部は、1904 年の創設以来、「学識あるものは実業の修養に乏しく、実業の修養

あるものの多くは学識を欠く」という認識を持ち、これら両面の修養を兼ね備えた

「学識ある実業家」を育て、社会に送り出すことを教育理念としてきた。 

現代においては、専門的知識に加えて、幅広い教養を身に付けることを通じて、倫理

観や的確な分析力・行動力に基づく企（起）業家精神を養うとともに、「国際化」「情

報化」「学際化」という要因を取り入れ、次代の産業界を支え、ビジネスを担う人材

（ビジネスリーダー）の育成を目指している。 

商学はビジネスと経済の融合領域であり、ヒト・モノ・カネ・情報等の諸資源の配

分に関する機能や制度を国内および国際的観点から考察し、理論的かつ実証的な研究

を行う。すなわち、経済の基盤をなす産業の動向、企業行動やビジネス活動、消費者

行動、種々の経済取引を理論・機能・制度に着目して研究し、もって経済社会を質・

量ともに豊かにすることを基本に据えている。 

本学部は 1904 年の創設以来、学識および実業両面の修養を兼ね備えた「学識ある

実業家」を育て、社会に送り出すことを教育理念としてきた。これまでに 10 万人余

の人材を育成し、卒業生は内外の産業界のみならず、政治・文化・芸術など多方面で

活躍している。 

現代においては、専門的知識に加えて幅広い教養を身に付けることを通じて、倫理

観や的確な分析力・行動力に基づく企(起)業家精神を養うとともに、「国際化」「情報

化」「学際化」という要因を取り入れ、次代の産業界を支え、ビジネスを担う人材(ビ

ジネスリーダー)を育成している。 

ディプロマ・ポリシー(卒業認定・学位授与に関する方針) 

本学部は、1904 年の創設以来、「学識あるものは実業の修養に乏しく、実業の修養

あるものの多くは学識を欠く」という認識を持ち、これら両面の修養を兼ね備えた

「学識ある実業家」を育て、社会に送り出すことを教育理念としてきた。 

商学は、ビジネスと経済の融合領域であり、ヒト・モノ・カネ・情報等の諸資源の配

分に関する機能や制度を国内および国際的観点から考察し、理論的かつ実証的な研究

を行う。すなわち、経済の基盤をなす産業の動向、企業行動やビジネス活動、消費者

行動、種々の経済取引を理論・機能・制度に着目して研究し、もって経済社会を質・

量ともに豊かにすることを基本に据えている。 

現代においては、専門的知識に加えて、幅広い教養を身に付けることを通じて、倫理

観や的確な分析力・行動力に基づく企（起）業家精神を養うとともに、「国際化」「情

報化」「学際化」という要因を取り入れ、次代の産業界を支え、ビジネスを担う人材

本学部では、以下の条件を満たし、所定の単位を修得した者に学士(商学)の学位を授

与する。 

 

(1)商学・ビジネスに関する基礎知識の修得 

(2)商学・ビジネスに関するデータ分析手法の修得 

(3)国際適応力の獲得 

(4)ビジネスマインドの涵養 



 

 

（ビジネスリーダー）を育成している。本学部は、創設以来、10 万人の人材を育成

し、卒業生は内外の産業界のみならず、政治・文化など多方面で活躍している。これ

ら社会を先導してきた人々の活躍を通じて、本学部の教育理念は一定の評価を得てい

るといえる。 

本学部では、「学識ある実業家」を育成するために、ビジネスと経済の領域に関す

る専門知識、および、ビジネスと経済の領域に関連して発生する諸問題を分析できる

方法論を身につけた人材を輩出することを目的にしている。ビジネスと経済の領域は

広範にわたるため、初年次に基礎的な専門科目を履修し、これらを「経営」「会計」

「マーケティング・国際ビジネス」「金融・保険」「経済」「産業」に区分したトラッ

ク制を採用し、ビジネスと経済の領域に関する専門知識およびビジネスと経済の領域

に関する諸問題を対象とした分析方法を身につけた学生を育成する。 

学修成果およびアセスメント・ポリシー 

上記をふまえ、本学部では、卒業時に身につけておくべき能力を以下のように定め

る。 

上記を踏まえ、本学部では、卒業時に身に付けておくべき能力を以下のように定め

る。 

学修成果１：ビジネスと経済の領域に関する基礎的な専門知識およびビジネスと経済

を対象とした分析をするための基本的な技法を修得している。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：１～２年次 

直接評価：専門基礎科目の単位取得状況 

間接評価：学生アンケート 

学修成果１：ビジネスと経済の領域における基本的な専門知識を修得している。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：1・2 年次 

直接評価：専門基礎科目の単位取得状況 

間接評価：学生アンケート 



 

 

学修成果２：ビジネスと経済を中心とした領域のうち、自身の専門領域として選択し

た所属トラックに関する専門知識・理論・分析方法を修得している。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：１～４年次 

直接評価：①専門教育科目の単位取得状況 

②演習科目等での取り組み状況 

③専門教育科目に関連する資格試験等の合格状況 

間接評価：学生アンケート 

学修成果２：ビジネスと経済の領域におけるデータ分析の手法や技法を修得してい

る。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：1・2 年次 

直接評価：統計、データ科学関連科目の単位取得状況 

間接評価：学生アンケート 

学修成果３：ビジネスと経済を中心とした領域のうち、自身の専門領域として選択し

た所属トラックに関する諸問題について問題発見・調査分析・考察した

内容と結果を、文章または報告の場で適切に表現・発表し、伝達するこ

とができる。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：１～４年次 

直接評価：専門教育科目および演習科目等での取り組み状況 

間接評価：学生アンケート 

学修成果３：ビジネスの国際展開を背景として外国語運用能力を身に付けている。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：1・2 年次 

直接評価：外国語科目の単位取得状況 

間接評価：学生アンケート 

学修成果４：外国語の運用能力を身につけ、海外の諸国・地域に関連する地理・歴史・

文化などに深い理解がある。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：１～４年次 

直接評価：①外国語科目の単位取得状況 

②留学時の単位取得状況 

③外国語の運用能力に関する試験等の合格状況 

間接評価：学生アンケート 

学修成果４：ビジネスと経済に関わる専門知識および分析手法、商学に関連する幅広

い知識に基づき、自ら課題を発見した上で調査・分析を行い、一定の結

論を導き出すことができる。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：卒業時 

直接評価：専門教育科目演習・論文の成績 

間接評価：学生アンケート 



 

 

学修成果５：ビジネスと経済の領域に関する専門知識・理論・分析方法および外国語

の運用能力のほかに、学識として豊かな教養を身につける。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：１～４年次 

直接評価：①総合教育科目の単位取得状況 

②関連する資格試験等の合格状況 

間接評価：学生アンケート 

 

学修成果６：「学識ある実業家」として、上述以外に身につけるべき事項を修得して

いる。 

＜アセスメント・ポリシー＞ 

測定時期：卒業時 

直接評価：関連する資格試験等の合格状況 

間接評価：学生アンケート 

 

 

 


